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 令和５年度各会計の決算をご審議いただくにあたり、各会計歳入歳出決算書並びに決

算説明書、決算審査意見書等を提出したところでありますが、審査に先立ちまして、各

会計決算の大綱をご説明申し上げます。 

 

令和５年度の当初予算は、 

   一 般 会 計     ２１８億１，７００万円 

   特 別 会 計      ９６億２，２８６万円 

   下水道事業会計支出    ２２億７，９０４万円 

   病院事業会計支出     ８８億９，７３４万円 

合わせて、４２６億１，６２４万円を計上したところでありますが、その後計上した

補正予算と令和４年度からの繰越事業費繰越額を加えた最終予算額は、 

一 般 会 計     ２４０億７，３６７万円 

   特 別 会 計     １００億  ９９３万円 

   下水道事業会計支出    ２２億９，４７８万円 

   病院事業会計支出     ８９億５，１７４万円 

合わせて、４５３億３，０１２万円となったところであります。 

 

 令和５年度は、新たな総合計画に掲げたまちの将来像実現に向け各種施策を推進する

とともに、安定的な財政運営が行えるよう、事務・事業の効率化を図り、市民の皆様が

安心して暮らせるまちづくりを目指して取り組みを進めてきました。 

 

 また、財源確保に向け、市税の収入率向上やふるさと納税の積極的な推進にも努力し

てきたところです。 
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歳出においては、物価やエネルギー価格の高騰による市民や事業者への影響が長期化

していることから、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金をはじめとする国の補助

金等を活用し、影響緩和を目的とした支援金給付事業等を実施したほか、滝川の顔にふ

さわしい都市拠点の形成に向け、滝川駅周辺整備事業にも着手しました。 

 

 以下、会計ごとに主な内容について申し上げます。 

 

一般会計におきましては、歳入２３２億９，２６４万円に対し、歳出２２３億    

７，５０７万円で、差引９億１，７５７万円の剰余を生じました。 

 

歳入につきましては、収入済額と予算現額を比較しますと、７億８，１０３万円の減

となっており、その主な内容は、 

繰越金            １億４，６５０万円 

市税             １億  ８４９万円 

地方交付税            ５，５７９万円 

地方消費税交付金         ２，８９７万円 

法人事業税交付金         １，００９万円 の増となり、 

 

  国庫支出金          ５億  ９６０万円 

市債             ５億  ７１０万円 

諸収入              ４，９９８万円 

道支出金             ４，０３２万円 

使用料及び手数料         ２，７４０万円 

繰入金              ２，３３２万円 の減となったこと 
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などによりますが、 

 

令和６年度に歳入されるべき繰越明許費に係る歳入予算額が、国庫支出金で    

２億２，２５５万円、地方債で４億７，９００万円、計７億１５５万円計上されており

ますことから、歳入は実質的に７，９４８万円の減となったところです。 

 

 一方、歳出におきましても、予算現額と支出済額を比較しますと、１６億９，８６０

万円の減となっておりますが、小中学校空調設備設置事業など繰越明許費として令和６

年度に繰越して歳出することを決定した予算額が７億１，２５２万円計上されておりま

すことから、実質的には９億８，６０８万円の減となりました。 

 

歳入についてみますと、市税、寄附金、使用料及び手数料などの自主財源は全体の   

３５．５％、地方交付税、国・道支出金、市債などの依存財源は６４．５％となってお

ります。 

 

自主財源の内訳といたしましては、 

市税            ４４億３，２４０万円 

繰越金           １１億６，８４７万円 

諸収入           １１億４，６６８万円 

寄附金            ７億５，４７７万円 

使用料及び手数料       ３億９，７６５万円 

繰入金            １億９，９４３万円 

分担金及び負担金       １億３，９８２万円 

財産収入             ３，０５８万円 となり、 
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依存財源の内訳は、 

地方交付税         ７４億４，４４７万円 

国・道支出金        ５５億９，６５８万円 

地方消費税交付金      １０億３，５７５万円 

市債             ５億８，３１４万円 

その他            ３億６，２９０万円 となっております。 

 

一方、歳出につきまして、性質別にみますと、 

  扶助費           ４８億４，９０６万円 

補助費等          ４６億２，５３０万円 

人件費           ３１億６，２１４万円 

物件費           ２３億５，９０９万円 

繰出金           ２０億９，２７１万円 

公債費           １５億４，９０１万円 

建設事業費          ９億４，８４１万円 

貸付金            ８億６，８０５万円 

維持補修費          ８億５，３７６万円 

積立金            ８億１，９２１万円 

出資金            ２億４，８３３万円 となっております。 

 

 

 つぎに特別会計につきましては、特別会計全体として、歳入１００億１，２８１万円

に対し、歳出９２億９，３０７万円で、差引７億１，９７４万円の剰余を生じました。 



 

- 5 - 

 

国民健康保険特別会計では、歳入決算額４４億２，８１０万円、歳出決算額４４億  

２，８１０万円で歳入歳出同額となっており剰余金は発生しておりません。 

 

 歳入についてみますと、 

   道支出金          ３４億４，６６３万円 

国民健康保険税        ５億８，４４０万円 

繰入金            ３億８，５２７万円 

諸収入などその他         １，１８０万円 となったところです。 

 

一方、歳出についてみますと、 

保険給付費         ３３億  １７９万円 

国民健康保険事業費納付金   ９億９，５７５万円 

総務費              ６，５９７万円 

保健事業費            ４，７７２万円 

諸支出金などその他        １，６８７万円 となりました。 

 

 公営住宅事業特別会計では、歳入決算額７億７，９３６万円、歳出決算額６億    

７，７９６万円で差引１億１４０万円の剰余を生じました。 

 

 歳入についてみますと、 

使用料及び手数料       ２億９，６７２万円 

繰入金            ２億１，９１９万円 

市債             １億５，６９０万円 
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繰越金            １億  ５００万円 

その他財産収入、諸収入        １５５万円 となったところです。 

 

 一方、歳出についてみますと、 

住宅事業費          ４億１，８５１万円 

公債費            ２億２，８９２万円 

諸支出金             ３，０５３万円 となりました。 

 

 介護保険特別会計では、まず保険事業勘定で、歳入決算額４０億３，４０８万円、歳

出決算額３４億６，５３４万円で差引５億６，８７４万円の剰余を生じました。 

 

 歳入についてみますと、 

支払基金交付金         ８億７，１９７万円 

国庫支出金           ８億３，７１３万円 

介護保険料           ７億３，１９３万円 

繰入金             ５億９，２２２万円 

道支出金            ４億９，７６０万円 

繰越金             ４億９，４２６万円 

その他財産収入、諸収入         ８９７万円 となったところです。 

 

 一方、歳出についてみますと、 

保険給付費          ２９億２，５１４万円 

地域支援事業費         ３億  ６８３万円 

諸支出金            １億２，０１３万円 
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総務費             １億  ９３３万円 

その他保健福祉事業費、基金積立金    ３９１万円 となりました。 

 

 また、介護サービス事業勘定では、歳入決算額６，８４３万円、歳出決算額     

２，０４６万円で、差引４，７９７万円の剰余を生じました。 

 

歳入についてみますと、 

繰越金               ４，２４４万円 

サービス収入            ２，５８５万円 

諸収入                  １４万円 となったところです。 

 

一方、歳出についてみますと、 

サービス事業費           ２，０４６万円 となりました。 

 

後期高齢者医療特別会計では歳入決算額７億２８４万円、歳出決算額７億１２１万円

で差引１６３万円の剰余を生じました。 

 

 歳入についてみますと、 

後期高齢者医療保険料      ４億７，７７５万円 

繰入金             ２億２，３６０万円 

繰越金などその他            １４９万円 となったところです。 

 

一方、歳出についてみますと、 

後期高齢者医療広域連合納付金  ６億８，１２８万円 
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保健事業費             １，０１５万円 

総務費などその他            ９７８万円 となりました。 

  

つぎに企業会計について申し上げます。 

 

下水道事業会計の収益的収支では、事業収益１２億５，９２９万円に対し、事業費用

１２億１，２６９万円で、４，６６０万円の純利益となりました。 

また、資本的収支では、収入３億７，４０１万円に対し、支出８億６，９４４万円で、

差引不足額４億９，５４３万円となり、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整

額、過年度分損益勘定留保資金及び減債積立金で補てんしました。 

 

 病院事業会計の収益的収支では、事業収益６９億６，２９４万円に対し、事業費用は

６９億６，３３８万円となり、４４万円の純損失となりました。 

また、資本的収支では、収入７億１，９０５万円に対し、支出１０億９，１７１万円

で、差引不足額３億７，２６６万円となり、過年度分損益勘定留保資金で補てんしまし

た。 

 

以上、各会計の決算の内容についてご説明申し上げました。 

 

 令和５年度決算に基づく健全化判断比率については、今議会において、報告第１号、

報告第２号として健全化判断比率及び資金不足比率の報告を行ったところであります

が、いずれの指標についても健全段階であります。 

令和５年度は、ふるさと納税の推進や事務・事業の効率化等により８億円以上の基金

積立を行うことが出来ましたが、公共施設の整備など解決すべき課題が山積しているた
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め、今後も一層財政の健全化を進め、その状況について透明性をもってお知らせしてい

きたいと考えておりますのでよろしくお願いいたします。 

 

令和５年度各会計の決算の詳細につきましては、事前配布させていただきました、款

別説明概要にてお示ししておりますので、よろしくご審議をいただき、ご認定いただき

ますようお願い申し上げます。 


